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４ 番 高  橋   受付番号第２号、質問議員４番、高橋純子。 

件名「こどもまんなか社会」を実現するために。 

山北町では５年計画である第２期山北町子ども・子育て支援事業計画が令

和６年度で終了するため、次の計画の策定に取り組み始める時期にきており、

国でもこども家庭庁が設置され、令和５年12月にはこども大綱が発出された

ところである。また、令和５年６月には第１回山北町子ども・子育て会議と

山北町放課後子ども総合プラン運営委員会も開催され、現行計画からの新計

画には「子ども・若者計画」「子どもの貧困対策に関する計画」「子ども・

子育て支援事業計画」などの計画を内包するとしている。 

そこで、第２期計画の中間見直し結果や、令和４年度の実績や評価及びニ

ーズ調査の精査などにとどまることなく、運営の工夫も含めて第３期に向け

子育て支援の現状と課題を把握し、山北町ならではの施策を打ち出すことが

重要であるため、以下の質問をする。 

１、子育て支援と福祉の推進において、その課題と子育て世代のニーズを

どのように生かすのか。 

２、短時間働きたいという保護者のために、預け先や一時保育などの課題

と対策は。 

３、これからの保育所の在り方と子育て支援事業の今後の展望については。 

４、子どもの権利を守る体制づくりについて、子どもの権利条例を制定し

てみてはどうか。 

議      長   答弁願います。 

町長。 

町      長   それでは、高橋純子議員から「『こどもまんなか社会』を実現するために」

についての御質問をいただきました。 

初めに、１点目の御質問の「子育て支援と福祉の推進において、その課題

と子育て世代のニーズをどのように生かすのか」についてでございますが、

本町では、子育て支援の充実と推進を図るために、子ども・子育て支援法等

に基づいた「第２期子ども・子育て支援事業計画」を策定し、総合的な子育

て施策に取り組んでおります。 

本計画は５年に一度の計画改定に伴い、教育・保育・子育て支援の各事業
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の利用状況や子育て世帯の課題を把握することを目的として、町内の小学生

までの全世帯を対象にニーズ調査を実施しております。 

現行計画は、令和６年度に計画期間の最終年度となりますので、調査を行

い、そこで得られた子育て世代のニーズや課題を次期計画に反映させていき

たいと考えております。 

また、計画策定においては子育て支援に携わる方々のより多くの意見を取

り入れるために、園や学校、民間事業者、町民等の委員で構成した「山北町

子ども・子育て会議」において審議を行い、社会情勢の変化や本町を取り巻

く子育て環境、社会資源に対応した実効性のある計画づくりに取り組んでま

いります。 

次に、２点目の御質問の「短時間働きたいという保護者のために、預け先

や一時保育などの課題と対策は」についてでありますが、平成27年度から子

ども・子育て支援新制度がスタートしたことにより、保育園を利用するため

に必要な月当たりの就労時間の要件が64時間と定められております。これに

満たない働き方である場合は、ファミリーサポートやまきたのほか、やまき

たこども園において、在園児以外の一時預かり保育を行っているところです。 

近年、ゼロから５歳の子どものうち、いずれかの園に属する子どもの数が

増加傾向にあり、就学前児童数に対し平成27年４月には59.7％であった在園

児数が、令和５年４月には73.2％と10ポイント以上増加しております。一方

で、一時預かり保育の利用実績は減少傾向にあります。 

これは、家庭保育を優先する世帯とフルタイム就労を優先する世帯とで保

育ニーズが二極化していることから、一定の一時預かり保育の受皿を確保し

つつ、保護者の産休・育休からの円滑な復職を支援するための園の体制づく

りと環境づくりが重要となり、そのための必要な保育者等の確保を図ってま

いります。 

次に、３点目の御質問の「これからの保育所の在り方と子育て支援事業の

今後の展望については」についてでありますが、 

令和２年10月に「山北町の乳幼児教育・保育等のあり方基本方針」を策定

し、現在、岸幼稚園、向原保育園、やまきたこども園の３園を運営しており

ます。 
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ゼロから５歳の子どもの人口は減少している一方で、入園児童数は横ばい

となっている状況にあり、時代とともに変化する保育ニーズに柔軟に対応し

ながら、ゼロ歳から15歳までの一貫教育・保育基本方針に基づき、３園共通

の目指すこども像の実現に向けて、保育の充実を図ってまいります。 

また、保護者の負担軽減につきましては、今後の国や県の動向を見ながら

必要とされる保護者への支援について検討してまいります。 

次に、４点目の御質問の「子どもの権利を守る体制づくりについて、子ど

もの権利条例を制定してみてはどうか」についてでありますが、子ども権利

条例は、平成元年に国連総会で採択された児童の権利に関する条約が平成６

年に日本で批准されました。その後、同条約の理念であります「生きる権利」

「育つ権利」「守られる権利」「参加する権利」の四つの基本原則を踏まえ

た、子どもの権利を保障するための総合的な内容を定めた条例として、現在

では、全国で64自治体が制定しております。 

令和７年度からの「第３期子ども・子育て支援事業計画」の次期計画の策

定では、こども家庭庁の創設と併せて令和５年４月に施行されました「こど

も基本法」の理念を勘案する必要があります。 

「こども基本法」は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にの

っとり、全ての子どもの「権利と擁護」が図られ、将来にわたって幸福な生

活を送ることができる社会の実現を目指すための包括的な基本法であります。

これを受けまして、次期計画では「こども基本法」の六つの基本理念を踏ま

えて、子どもの権利侵害や児童虐待防止等に関して、現行計画から一歩踏み

込んだ施策として位置づけていくことを検討してまいります。 

そのため、子ども権利条例を制定するのではなく、次期計画におきまして、

本町における子どもの「権利と擁護」の取組を推進してまいります。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   では、再質問をさせていただこうと思います。 

この話題は、こどもまんなか社会という、やっぱり実現のために明るい話

題であるというふうに捉えています。ですので、山北町でも子どもたちの明

るい未来を描ける、そういう施策につなげることが一番だと思っておるので

この質問をさせていただきました。 



 

4 

ですので、子どもの支援と福祉の推進ということでニーズに調査をしてお

られて、そしてそれを生かしておられるというような回答ではございました

が、まずこのニーズが調査結果ですけれども、反応は、町民の皆様の反応な

どはいかがだったかなと、そのようなところをお聞きしたいと思いますがい

かがでしょうか。 

議      長   福祉課長。 

福 祉 課 長   こちら、計画の策定においては、５年に一回、ニーズ調査のほうを実施さ

せていただいております。現在まで過去に遡りまして、平成25年度と平成30

年度に実施させていただいておりまして、平成25年度につきましては対象、

未就学の児童がいる家庭、約283世帯に対して実施させていただいておりまし

て、こちら回答が74％となっております。 

続いて30年度に実施した前回の調査につきましては、未就学児童のいる家

庭と小学生のいる家庭ということで全体の対象は720名、こちら回答率につ

いては39％ということで、若干回答率のほうが下がっている状況でございま

す。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   よく山北町ではニーズ調査を丁寧に行われて、そしてアンケートなどを取

られているという状況がありますので、これが生かされるために、やはり山

北町子ども・子育て会議の委員の方々の位置づけというのは重責でもありま

すし、そしてその方々の皆さんの御意見を参考にこれからつくられていかれ

ると思いますが、この山北町子ども・子育て会議の委員の構成に関して、昨

年度６月にも委員の方がいらっしゃいましたけれども、発言などいろいろ貴

重な御意見がいただけてるのかなと思いますが、その雰囲気、ちょっと教え

ていただけたらと存じます。 

議      長   福祉課長。 

福 祉 課 長   山北町の子ども・子育て会議につきましては、こちらの山北町子ども・子

育て会議条例のほうで設置されておりまして、委員の構成は、基本的に児童

福祉及び幼児教育の分野について学識の経験者、保育施設や幼児教育施設

等々の事業者及び利用者、それから子ども・子育て支援サービスの事業団体

及び子育て当事者で構成されているものでございます。現在15名の委員さん
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で構成されておりまして、社会教育委員の方、民生児童委員、園・学校、町

民代表、それから児童クラブ、園の保護者会の方々が主な代表となっており

まして、今年度の会議につきましては、事業の進捗状況の確認と次年度３期

計画の策定についてということで、おおむねのスケジュールのほうを説明さ

せていただきました。当日ちょっと次年度の計画の策定という形で大枠の説

明でしたので、特に細かい委員さんの方からの御質問というのは、ほぼほぼ

ない状況ではございました。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   この委員に、私も以前、子ども・子育てというところの総合プランの中で

関わらせていただいた経緯もありまして、とても興味を持って取り組んでお

られる、そして委員の方の貴重な御意見が反映されるという場所ではあると

思いますが、子ども・子育て会議に関しては、全国でもいろんなところでや

っておられて、その雰囲気の中では、その委員の人たちがアンケートをどう

いう会議だった、どういうふうにしたらよかった、どのように改善したらよ

かったというようなアンケートの、その現場におられた方のこれからどうし

たらいいかというようなその方々の御意見がまとまったアンケート、そうい

うサイトがありまして、それを見たところ、やはり子ども・子育てを考える

に関しては、その現場の温度というもの、そしてこれから子ども・子育てに

携わるであろうそのような方々、そのような若者が参加してよかったとか、

その世代の方が意見を述べる機会があってよかったとなりますが、今回やっ

ぱり委員の方を見ますと子育てに関する方々の御意見が少々ちょっと弱いの

かなと思っておりますので、そこら辺の今後、この１年にかける、運営の工

夫などをちょっと聞かせていただけたらと存じます。 

議      長   福祉課長。 

福 祉 課 長   こちら、現在のあくまで予定ではございますが、次期計画につきましては

答弁の中でもお答えさせていただきましたが、こども基本法の理念のほうを

含んで作成していく考えでございます。 

この中で、現在先行してこども基本法を含んだ子ども計画として策定をし

ている自治体のほうがございまして、現在、国・県のほうでは、こちらのほ

うの先行事例の取りまとめであるとか、ガイドラインの作成を平成６年度に
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実施するということでございます。それを受けまして、こちらでも、先行し

ている自治体の例をとりまして、例えばその中ではワークショップを取り組

んでおられるところでありますとか、高校生世代が会議体に参加する、これ

会議本体ではなく、例えば部会のような形なんですけども、そんな形で取り

組んでいることがございますので、そういうところの先行事例で山北町の現

在の形式に取組として落とし込めるものについては、この中からちょっと要

素で抽出して実施していきたいなとは考えてはおります。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   大事なそういう子育て会議ですので、山北サイズに合った、そしてこの理

念に基づいた子育て、意見を取りまとめるその内容であってほしいと思いま

すので、これからも力を入れていかれるものだと思います。 

この福祉に関してですけれども、ニーズを調査で、子育て世代のニーズが

分かった上で、やはり一番大事なのは、その子育ての、子どものその世代の

中以上に、やはり家族を、子どもたちを取り囲む家族の背景などもやはり心

配でありますし、そして今後、子どもたちの環境を整えるにも子育て中の福

祉に関係する家族政策が必要になってくるのではないのかなと思いますが、

そこら辺は家族政策、もしくは家族ケアということで、このこども大綱を踏

まえて、山北町どのような考えがあるのかなとそういうところをちょっとお

聞かせ願えたらと思います。 

議      長   福祉課長。 

福 祉 課 長   家族という捉え方なんですけども、こちらにつきましては、先ほど申しま

したように、先行して実施してこども基本計画に基づいた子ども計画ですね、

こちらを取り組んでいる自治体の中では、この今回の計画中で、妊娠出産期

から切れ目のない支援に配慮し、母子保健関連施策との連携を確保されてい

るというところもございますので、そういうところに、今までは計画の中で

こういう取組のほうは具体的な記載がなかなかなかったんですけども、３期

につきましては、こういうところの記載のほうにもきちんと施策として盛り

込んでいこうと考えております。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   盛り込んでいくというようなお答えがありましたけれども、山北町では、
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子ども・子育てのこの子ども若者計画の若者に関しての年齢とかそういうも

のは制限など何か計画の中ではあるのでしょうか。ここまでが若者、ここま

でが子どもそのような考えがありますでしょうか。 

議      長   福祉課長。 

福 祉 課 長   計画の中には具体的に何歳という記載のほうはございません。子ども若者

計画につきましては現行の２期計画においては盛り込まれておりませんで、

次期の３期計画の中で、この子ども若者計画については取り組んでいこうと

考えております。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   やはりホップ・ステップ・ジャンプという意味では、計画を重ねてニーズ

を調査、それを参考に次の機会に備えていく。そしてそれを生かしていくと

いうことであれば、一番私自身が子育ての福祉の推進に関係しましても、子

どもの問題の背景には家族の問題が潜んでいると、そのように思っておりま

すし、そして働く上での課題というところになりますが、課題などもやはり

次の質問にはなりますが、ゼロ歳から５歳までのそのポイントがもう二極化

していると。これは山北町でも、山北町でどのようなところで分かるのかな

というように思いますが、いかがでしょうか。 

議      長   こども教育課長。 

こども教育課長   二極化といいますと、答弁のほうに書いてありますとおりに、在園児の割

合が増えているという部分がございます。３歳から５歳につきましては、

保育の無償化ということでほぼ100％入園で、入園する園については３歳か

らは幼稚園もございます。保育園、こども園ということで三つの園を選ぶ

ことができます。ただ、ゼロ歳から２歳につきましては、保育のみというこ

とになってございますので、その割合が増えているということは、保育が

必要なお子さんがいるということで、保護者の方が働いているというのが

大きいと思います。 

また、その幼稚園の入園数につきましては年々減っているというか、ある

程度横ばいなんですけれども、数の多い部分ではございません。ですので、

幼稚園につきましては、９時から14時までの保育時間になっておりますので、

その間でということで、保護者の方どちらかが働いていないとか、あと時間
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が短時間で働いてるとかというような御家庭だというふうに推測できますの

で、その点でこの二極化が進んでるんではないかということで確認をしてご

ざいます。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   フルタイムで就業されておられる方、もちろん山北町の場合は、家庭保育

の方々もある程度いらっしゃるのかなというところも理解ができるんですけ

れども、やはり先ほども申し上げているとおり、子どもの問題の背景には家

族の問題が含まれているということで、やはりこの課題については家族政策、

そして家族のケアというものに対して、山北町がどのように今まで取り組ま

れておられたのかなと、そういうところをちょっとお聞きしたいなと存じま

す。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   では質問をもう少し分かりやすく、子どもたちが家から出て、そして家庭

から学校に行き、もしくは保育園に送ってもらいという中のニーズや調査で

は、いろいろな生活環境が出て幸せ度というのもやはり測っておられるアン

ケートや子どもこのプランの中だと思いますけれども、この数字の中に見え

てこないものというものは山北町の捉え方としては、何かその施策を打つと

か、それからその家族施策にあるもの、関わるものそういったものが今まで

ないのであれば、施策を打ってこなかったというのはあるかもしれませんが、

あるのであれば、やはりこの子どものその背景にある問題に取り組まれてき

たのではないのかなと思いますが、その辺をお聞かせ願えたらと思っており

ます。 

議      長   福祉課長。 

福 祉 課 長   一応ニーズであるとか、課題を抽出するために調査のほうさせていただい

ておるのと、それから子ども会議のほうで委員さんのほうから御意見をいた

だいているところですので、なかなかちょっと人数に上がってもらい、もの

についてはちょっと町としても、現時点で具体的な施策・事業のほうについ

ての取組では難しい状況にあるかなとは思います。ただそういうところを拾

っていかなければいけないとは思ってますので、そういう中でも、次期の計

画の中で、例えば先ほど言いましたようにワークショップの部分であるとか、
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子どもの意見を取り入れるような取組をちょっと町でできるものをちょっと

少しずつ要素を取り入れていこうかなとは思います。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   展望の明るい御回答だったかなと思っております。これからも働く上での、

やはり毎日が課題の繰り返し、そして毎日のやっつけ仕事の御家庭もいろい

ろ経験があったりそれを一生懸命頑張っておられる御家庭に関しては、とて

も明るいお話だったかなと思います。 

３番のほうなんですけれども、次のこれからの保育所の在り方と子育て支

援事業のやはり一番気になるのは、今後の展望というところなんですけれど

も、この展望については、子育てを経験される方、された方、もしくはその

経験をされておられる方の周りの御家族の方の御意見などもやはり反映でき

るように、保護者の軽減負担に努めていかれるということですが、どのよう

な具体的なものがあるのかなというところをちょっとお聞きしたいと存じま

す。 

議      長   こども教育課長。 

こども教育課長   軽減負担につきましては、やはり一番大きいのは保育料等かなとは思うん

ですけれども、保育者の方で、町におきましては国のほうで定めた２人目、

３人目の保育料の減免につきましては町独自でまた国の決めた基準の半分

とそのように兼任の処置をしてございます。 

今後につきましても、国や県など、またそういうところで動向が見ながら

兼任の支援等を行っていきたいと考えてございます。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   やはり、これから山北町を選んでいただくためにも、この子育てに関して

の施策、そして保育所の在り方というのは、やっぱり見えるものにしていた

だきたいなというふうに思いますので、ニーズに合わせて、そして山北サイ

ズをこれから考えておかれると思いますが、やはり子どもの環境というのは、

そしてその子どもさんを囲むその周りの環境というのも、もう本当に目まぐ

るしく変わっている状況だと思います。なので、この課題について抽出する

という姿勢といいますか、その子育てに関して、やはり見える形で町がこの

ような子どもたちに来て、子どもたちを育てたいという、そういう施策がや
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はり望まれるのかなというふうに思っておりますが、もう一つ、子育ての展

望に関して、この山北町がこれをやるよというような意気込み、何かござい

ませんでしょうか。お聞きしたいところでございますが。 

議      長   副町長。 

副 町 長   これからの政策の展望ということでございますけども、今ゼロから15歳の

一貫教育、これに基づいて教育内容については、そちらの推進してるという

ところでございます。 

それからその中、先日神奈川県の集まりがございまして、一貫教育保育の

集まりがありまして、その中で山北町が提案する機会がございました。その

中で最後の助言のところで、その助言の先生が、くしくもこどもまんなかの

社会実現に向けて山北町が取り組んでおられますねということで紹介された

ということで、私もその報告を受けまして、大変うれしくなったところでご

ざいます。山北も今取り組んでいるこの施策が、教育内容の施策が間違いな

いところだと。いわゆるこどもまんなか社会において、みんなで保護者も地

域も、そして学校・園も取り組んでるというところが理解されてるのかなと

いうふうに思ってます。 

ですから、これからＡＬＴの増員等を図って、英語教育も園もさらに力を

入れていこうということもございます。ここで、カリキュラム五つの分野で

できました。来年もまたさらにつくる予定というふうに聞いてございます。

そういった中でカリキュラムをしっかりつくりながら、その教育内容につい

てやっていく。 

それからもう一つは、やはり先ほど今出てますような家庭への支援、これ

も非常に大事かなというふうに思います。ただ、負担軽減のところ、やるだ

けじゃなくて、例えばいち早く山北町はオムツの持ち帰りをやめました。そ

れから、給食等の完全無償化も園については実施しております。そういった

保護者の負担軽減、そういった形で財政的な面だけじゃなくて、そういった

ケアをするという、そういった面での相談活動、そういった面でのものもし

っかりと充実させていく必要があるのかなというふうに思ってますので、ハ

ード面・ソフト面、いろんな面で子ども・子育てに対して取り組んでいきた

いというのが展望でございます。 
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議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   まさしく子ども・子育ての展望ということで、そのライフステージに合っ

たもの、そして当事者への支援、そして子どもの施策を推進するためにどう

いうことが必要なのかというような明るい話題をいただいたのかなと思いま

す。なので、これからも選ばれるまちになるためにも、子育て、子ども家族

のケア、施策に対しては、少子化対策の延長ではなく、やはり政策を打って

いっていただきたいとそのように思います。 

最後にですが、関係はしますけれども、このライフステージに合わせてと

いうところで、近隣では中井町、南足柄市を少し題に取りますが、中井町は

2023年の５月には「ネウボラなかい」という言葉を使っておられたり、南足

柄市で平成28年に「ネウボラ」という言葉を使って施策を出しておられます

けれども、やはり今、いろいろな情勢が変わる中で、これは山北町やってる

ねと、見せ方といいますか、そういうネーミングもちょっと、「すこやか」

という窓口や相談窓口はありますが、強化するためにも、何かそういうふう

なトピックス、ちょっとこれを持ってきたというようなアイデアなどのアイ

デア出しは今後ありませんでしょうか。期待するところではございますが、

少し御意見を伺っていきたいと思いますけれども。 

議      長   福祉課長。 

福 祉 課 長   その部分につきましてはちょっと今は、国のほうで、こども家庭センター

のほうの設置について進められておりまして、当町でも令和６年度中にこど

も家庭センター、現在の要対協の関係ですとか、今お話がありました「すこ

やか」の部分を統合して。ただ、こちらを統合して、６年度中の開設を検討

しております。ただ、こちらについては施設をどこかに設けるのではなく、

先ほど言いました、その母子保健の部分と学校、それから福祉の部分を統合

して統括の支援員、こちら国の養成の講座を受けたものなんですけども、そ

れを福祉系の専門職のほうに受講していただいて、こちらのほうに位置づけ

をきちんとした中で支援員や相談体制に力を入れていきたいなと考えており

ます。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   何も新しい言葉で売り出せというようなことではなく、その内容が分かり
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やすく、そして皆さんに受け止められる形で、前へ。そして強化の一つとし

て取り組んでいかれるような、そういう令和６年度の最後の年でもあるのか

なというふうにも思っております。 

最後の子どもの権利条約ですけれども、この権利条約に関しては、とても

国のほうが注目している制度ではあります。ですので、子ども権利条約を一

番最初は2007年の川崎市が子ども・子育て支援推進条例ということで設けて

おられます。子どもの権利条約には今ここに質問でお答えいただいたとおり、

子どもの基本の６の理念を踏まえているということで回答は得られましたけ

れども、やはり子どもたちが自ら自分たちの意見を言える、そして自分たち

が言った後の自分の意見にも責任を持つ、それがやはりこのゼロ歳から15歳

の一貫教育の中にも含まれた温かい目線を入れていただくためにも、この条

例できちっと見える化するというのは一つのアイデアではないのかなと思い

ますけれども、この辺の御意見いかがでしょうか。 

議      長   福祉課長。 

福 祉 課 長   子どもの権利条例につきましては答弁の中でも回答させていただいたんで

すが、現在全国で64の自治体が設定しております。県内では川崎、横須賀、

相模原の大きい市のほうで定められておりまして。確かに、子どもの権利に

ついて、こちらを明文化して条例として定めるのは非常に重要なことだとは

思っておりますが、現時点では、要保護児童対策協議会でありますとか、そ

ういうところの位置づけの中で、現計画の中でもきちんと子どもの権利、そ

れから虐待等の予防等については位置づけをしております。 

ただ、現計画ではなかなか権利をきちんとうたっている部分がないので、

次期の計画では、これをしっかりと条例に準ずるような形で位置づけるのは

ちょっと難しいところもあるんですけども、要対協のですね、要保護児童対

策協議会の位置づけの明確化でありますとか、先ほど申しました、こども家

庭センターで、こちらのほうで取組など、これをきちんと位置づけまして、

現計画はさらに一歩踏み込んだ形で子どもの権利とその保護についての明文

化をしていきたいと考えておりますので、現時点ではちょっと条例という形

での位置づけというのは、町としては検討してはございません。 

議      長   高橋純子議員。 
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４ 番 高  橋   子どもの権利条約というのが、この子どもの権利条約という言葉自体も、

やはり本来生かされるべきは子どもの現場であったり、子どもを取り囲むそ

の家庭であったりということの中で踏まえますと、子どもの権利条約という

やさしい冊子などもありますので、これを何か生かす方法はないのかなとい

うふうに思いますが、その辺はいかがでしょうか。 

議      長   福祉課長。 

福 祉 課 長   そちらの冊子、これは多分、こども家庭庁が作成したものでございますね。

子どもさんが見るような形で……。 

こども基本法についても、こども家庭庁のほうが今のお話ですね、子ども

の権利条約も含めた中で子どもの権利が守られてあるとか、子どもの意見を

町の施策のほうに反映していきましょうとか、町のほうはそういう取組を進

めていきましょうというのが、子どもさんが見るような冊子ができています。

こういうものもきちんとこの町の審議会の計画の策定委員会の中であります

とか、それから今回のニーズ調査の中で、親御さんのほうに分かるような形

で位置づけをしていこうかなとは予定しております。 

議      長   高橋純子議員。 

４ 番 高  橋   もういろいろとこれから次期に向けて、第３期子ども・子育て支援事業計

画にいろいろ盛り込んでいかれると。そして、その力強い政策、そしてこれ

をやっていくよとそういうふうに委員の方々も最後の年度だと、そして第３

期に向けて、いろいろ取り組んでいかれるということの意気込みが感じられ

ました。ですので、計画に関しては、安心して第３期の子ども・子育て支援

事業計画がなされるのかなと思いますが、ここで、この第３期子ども・子育

て支援事業を計画を進めていくに関して、やはり町のこの第６次総合計画と

合わせて、町長のこれからの子どもたちにエールを送っていただけたらとい

うふうにも思いますので、この支援事業計画、どのようなビジョンで進めら

れていくのかなと、そこをお聞きしたいと思います。最後にお聞きしたいと

存じます。 

議      長   町長。 

町      長   総合計画の一応答申のほうをいただいて、そしていくつかの中では、私が

一番今回注意したのは、やっぱり山北らしさ、そして山北しかないもの。そ
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ういったようなことを、当然教育にも生かしていかなければいけないという

ふうに思っております。 

特に、やはり山北はこれだけの広大な面積を持っております。その中で自

分たちが例えば保育園・幼稚園・こども園というような中で、どれだけ自分

たちの地域、狭いところはよく行ったりしておりますけど、やはり電車で例

えば三つもある駅を訪ねたり、あるいは巡回バスとかそういったものもござ

いますし、そういった意味で子どもたちにこの山北をよく知っていただく、

その中で自分たちが育ってるということを実感していただく。そういったよ

うなことが、非常に必要ではないかというふうに考えております。 

皆さん、誰でもそうなんですけど、生まれ育ったところでずっといく方も

いますし、御結婚とか転職とか、そういった中で移られる方も、やはり基本

になるのは生まれ育ったところ、小さい頃の経験というのはいくつになって

もその人の人生に深く関わってくるというふうに思っておりますんで、そう

いった意味では、この教育の基本の部分というのは、そういう15歳までの山

北町はやっておりますけど、この部分が一番大事な部分ではないかと。その

中で、やはりこの山北ならではのものを実際に勉強していただいたりしてい

ただくということは、非常に私は大事なことではないかなというふうに思っ

ておりますんで、ぜひとも、そういったことを総合教育会議の中でもそうい

う話が出ますので、そういう中で私のほうとしては総合計画にのっとった道

筋で、教育会議、基本法も考えていきたいというふうに考えております。 

 


